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所　報 （2019年 4月～2020年 3月）
事　　業
比較法研究所プロジェクト
「Law and Sustainability学の推進」
「先端技術と法」
共同研究
○研究課題「外国民事訴訟法研究」
代表者　加藤　哲夫 研究所員
共同研究者　 菅原　郁夫，勅使川原和彦，中本　香織，本間　靖規，松
村　和德，山本　研 各研究所員，安達　栄司，川中　宏
由，金　炳学，近藤　隆司，坂本　恵三，杉本　和士，田
尻　泰之，棚橋　洋平，中山　幸二，久末　弥生，柳沢　
雄二 各招聘研究員，上野　泰男，栂　善夫（早稲田大学
名誉教授），加藤　甲斐斗（早稲田大学法学学術院助手）
　機関誌「比較法学」において，松村和德研究員が，松村和德＝吉田純平（権
利救済法システム比較研究会）「スイス統一民事訴訟法の概要（ 5）」比較法学
53巻 1号201頁～231頁）・「同（ 6）」（比較法学53巻 2号243頁～287頁）を公刊
した。また本間靖規研究員を中心に2019年 1月に開催された比較法研究所主催
の「二国間（日韓）交流事業・民事司法シンポジウム」の報告論文を，比較法
学53巻 2 号171頁～242頁において公表した。中本香織研究員が，Waseda 
Bulletin of Comparative Law,Vol.38,（pp.168─171） に お い て TOPICS OF 
JAPANESE LAW 2018 ［Recent Legislation in Japan］： 2. Amendement of the Civil 
Execution Actの執筆を担当し，比研WEBサイト・日本法トピックス「最新
立法」でも“Amendement of the Civil Execution Act”を発表した。
　早稲田大学法科大学院と国立台湾大学法律学院の「学術交流ワークショッ
プ」において，山本研研究員が，「日本における事業再生と倒産手続─民事
再生手続および会社更生手続の現状と展望」を報告した（「早稲田大学法務研
究論叢」第 4号（2019）所収［53頁～70頁］）。
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○研究課題「21世紀の憲法・行政法の変動の下での公法学の展開」
代表者　田村　達久 研究所員
共同研究者　 水島　朝穂 研究所員，李　斗領，奥田　喜道，彼谷　環，
河合　正雄，斎藤　一久，實原　隆志，イザベル・ジロド
ウ，千國　亮介，高橋　雅人，伹見　亮，根森　健，春山　
習，藤井　康博，三宅　雄彦，劉　迪 各招聘研究員
　本研究課題にかかわり，各研究員が次のような研究成果を公表している。
　憲法関係で主なものとしては，三宅雄彦「基本法上の官吏ストライキの禁止
と欧州人権条約」自治研究95巻 8号，同「職業官僚制における地位と実体：官
吏ストライキをめぐるドイツ基本法33条 5項と欧州人権条約11条の衝突」駒澤
法学19巻 1号，同「古稀論集と学派対立：1959年シュミット包囲網とスメン
ト」同19巻 2号，同「ユーロ危機とドイツ連邦憲法裁判所」同19巻 4号，水島
朝穂「新たな「壁」思考へ─「ベルリンの壁」崩壊から30年」『神奈川大学評
論』93号，高橋雅人「行政組織のヒエラルヒー原理と責任」『憲法問題30』（三
省堂），春山習「シィエスの憲法思想の再検討」（早法94巻 4 号），Shu 
Haruyama, “Le droit de l’environnement appliqué aux entreprises au Japon”, in P. 
Bloch, N. Kanayama, I. Giraudou （eds）, Le droit japonais des affaires, Bruxelles, 
Larcier, 2019，奥田喜道「スイスのカントン憲法の全面改正について」早法94
巻 4号，藤井康博「原因者責任原則の憲法学的基礎づけ（ 3）（ 4）」大東法学
28巻 2号，29巻 1号，同「原子力規制─憲法と環境法の原則からみた現状と
課題」『環境規制の現代的展開』〔大塚直還暦論集〕（法律文化社），斎藤一久
「教育の充実を目指す改憲案の検討」法学館憲法研究所所報21号，根森健「日
本国憲法の「地方自治」保障と「真の地方分権型社会の実現」」杉原泰雄他編
『日本国憲法の力』（三省堂），河合正雄「表現の自由とヘイトスピーチ」『弘前
大学レクチャーコレクション』（弘前大学出版会），千國亮介「憲法解釈論の構
造（ 3・完）」岩手県立大学総合政策学会『総合政策』21巻，但見亮『中国夢
の法治』（成文堂），李斗領「韓国私立大学・再任用拒否処分無効確認事件」立
正法学論集53巻 1号，劉迪「平成代給日本留下了什么」『新民週刊』2019年17
号。この他，高橋雅人「ドイツにおける憲法改正過程」国立国会図書館調査及
び立法考査局（2019年 9月 4日），彼谷環「ドイツの『パリテ』導入をめぐる
議論─ブランデンブルク州選挙法改正」政治学研究会（第605回）がある。
　行政法関係としては，李斗領「韓国私立大学・再任用拒否処分無効確認事
件」立正法学論集53巻 1号，田村達久「これまでの地方分権改革の動向と今後
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の展望」都市とガバナンス第32号（（公財）日本都市センター）がある。
　○研究課題「 データベース作成を目的としたフランス法全般の最新動向の分
析」
代表者　大橋　麻也 研究所員
共同研究者　 島田　陽一，箱井　崇史 各研究所員，石川　裕一郎，小
山　敬晴，古賀　修平，白石　智則，馬場　里美，日野　
辰哉 各招聘研究員
1　活動状況
　本共同研究は，早稲田大学フランス法研究会を母体とする。同研究会は，共
同研究者および共同研究に協力する研究者からなり，早稲田大学において毎週
開催され， 1回につき 3時間程度行われる。会には，平均して 6名程度の参加
を得ている。
2　研究経過
　本共同研究の目的は，『フランス法律用語辞典〔第 3版〕』（三省堂，2012年，
初版1996年，第 2版2002年）の改訂のための翻訳作業，および近年の重要なフ
ランスの立法等の研究にある。
a.　上記法律用語辞典の改訂について。2012年 6月の『フランス法律用語辞
典〔第 3版〕』の出版後も，フランス法の現状をわが国の学習者・研究者
により適切に伝えるために改訂版の準備を進めている。2019年度も，『フ
ランス法律用語辞典〔第 4 版〕』の原稿作成として2010年刊行の原著
（Lexique des termes juridiques, Dalloz）第18版の翻訳作業に取り組んだ
（主に財政法・刑法・法一般分野の変更項目）。
b.　フランスにおける重要立法の研究について。前年度までと同様，各研究
者が自らの専門分野を中心に近年のフランス法の動向について研究を行っ
た。その成果については，研究会構成員全体により検討がなされた。これ
までに，会社法，倒産処理法，刑法，刑事訴訟法，財政法，社会保障法に
関する検討が重ねられてきている。
○研究課題「国際知的財産法・国際取引法の比較法的検討」
代表者　江泉　芳信 研究所員
共同研究者　 久保田　隆，種村　佑介，道垣内　正人 各研究所員，伊
藤　敬也，金　知萬，浜辺　陽一郎 各招聘研究員，木棚　
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照一（早稲田大学名誉教授）
5月10日（金）18：00～19：30・共同研究会
　　相内武遂 （早稲田大学大学院）「知的財産の域外適用とライセンス」
6月 7日（金）18：00～19：30・共同研究会
　　種村佑介「知的財産分野における条約の機能と課題：序論的考察」
9月21日（土） 9：00～18：30
　　 比較法研究所主催・日韓共同シンポジウム「第四次産業革命への法制度的
対応」
　　※講演記録は比較法学54巻 1号に掲載予定。
10月11日（金）18：00～19：30・共同研究会
　　北田真理（杏林大学総合政策学部・准教授）
　　 「英国における転居命令の判断基準に関する一考察：Payne v Payne事件判
決の解釈の変遷を中心に」
11月 8日（金）18：00～21：00・共同研究会
　　杜雪雯（早稲田大学大学院）「中国法律適用法第28条についての一考察」
　　伊藤敬也「牴触法と共同体」
12月13日（金）18：00～19：30・共同研究会
　　江泉芳信「名誉毀損における ISP責任」
○研究課題「アメリカ最高裁判所の研究」
代表者　宮川　成雄 研究所員
共同研究者　 大塚　英明，加藤　哲夫，土田　和博，中島　徹，中村　
民雄 各研究所員，原口　佳誠，松井　茂記，𠮷田　仁美 
各招聘研究員
　◎ 本プロジェクトの研究代表者は，日米の司法審査制度の比較について次の
研究報告を行った。
　　 Shigeo Miyagawa, “Revisiting Two Cases on Discrimination Against Children 
Born Out of Wedlock in Acquiring the Nationality: A Comparison of the 
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Judicial Review System in Japan and the United States,” May 24, 2019, 
Renmin University of China School of Law, Beijing.
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
◎ 本プロジェクトは次の研究会を開催した。
開催日： 2019年 9月28日（土），場所：早稲田大学 9号館 5階第 2会議室
①2019年度アメリカ・ロースクール協会臨床法学大会参加報告
報告者： 宮川成雄（早稲田大学法務研究科教授），原口佳誠（関東学院大学法
学部准教授）
②話題提供と意見交換
テーマ「アメリカの大学におけるロースクールの発展とその社会性」
報告者： 宮川成雄，原口佳誠，宮下摩維子（駿河台大学法学部助教）
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
開催日： 2019年12月27日（金），場所：早稲田大学 8号館 8階808会議室
研究会テーマ： 「アメリカの大学におけるロースクールの発展とその社会性」
・ 「大学におけるロースクールの位置づけと歴史的発展」…宮川成雄（早稲田
大学法務研究科教授）
・ 「ロースクールにおける法学研究の特徴」…原口佳誠（関東学院大学法学部
准教授）
・ 「大学における法専門職教育の英米比較」…宮下摩維子（駿河台大学法学部
助教）
※ 各報告は，2020年 6月 6日（土）開催予定の比う較法学会での報告内容を検
討するもの。
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
同志社大学アメリカ研究所法律部門との合同研究会
開催日： 2020年 3月30日（月）※当初 3月 4日（（水））に早稲田大学で開催予
定であったが，新型コロナウイルス感染拡大防止のために Zoom上で
の研究会に変更した。
開催媒体： WEB会議システム「Zoom」
◎ 第一報告
報告者： 魚住真司（関西外国語大学外国語学部准教授）
報告題： 「パブリックアクセス・チャンネルはパブリック・フォーラムか？：
Manhattan Community Access Corp. v. Halleck, 587 U.S. ___, 139 S. Ct. 
1921 （2019）での議論から」
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◎ 第二報告
報告題： 「ロバーツ・コートと中絶関連事件─2018年10月開廷期を中心に」
報告者： 小竹聡（拓殖大学政経学部教授）
◎ 第三報告
報告題： 「不道徳または中傷的な商標の登録を禁ずる連邦商標法は違憲である
─ Iancu v. Brunetti, 139 S. Ct. 2294 （2019）─」
報告者： 藤野仁三（元東京理科大学教授）
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
◎ 本プロジェクトは次の研究成果物を公表した。
ジョン・C・ライツ（望月穂貴訳）「リベラルデモクラシーにとっての重要な
競争相手としての中国の民主主義モデル」比較法学53巻 2号117─131頁（2019
年）
※ 本稿は本プロジェクトが共催した比較法研究所公開講演会（2018年 7月19
日）の講演原稿の翻訳。
○研究課題「英米刑事法研究」
代表者　小川　佳樹 研究所員
共同研究者　 杉本　一敏，田山　聡美 各研究所員，芥川　正洋，内田　
幸隆，大庭　沙織，加藤　克佳，小島　淳，洲見　光男，
滝谷　英幸，原田　和往，松田　正照，渡邊　卓也 各招
聘研究員，佐藤　友幸 研究協力員
（ 1）今年度，本共同研究では，とくに，アメリカ合衆国最高裁判所の刑事関
係判決の検討を行った。その成果の一部は，「アメリカ合衆国最高裁判所2018
年10月開廷期刑事関係判例概観」（比較法学54巻 1号）として公刊する予定で
ある。
（ 2）前年度までに行ったアメリカ合衆国最高裁判所の刑事関係判決の検討の
成果の一部を，『アメリカの刑事判例 2─2008年10月開廷期から2012年10月
開廷期まで』（成文堂），「アメリカ合衆国最高裁判所2017年10月開廷期刑事関
係判例概観」（比較法学53巻 1号）として公刊した。
○研究課題「アジア公法学の比較研究」
代表者　岡田　正則 研究所員
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共同研究者　 川岸　令和 研究所員，奥田　喜道，江　利紅，宍戸　常
寿，水島　玲央，森口　千弘 各招聘研究員
　2019年11月 9 ─10日に第15回日中公法学シンポジウムを島根大学において開
催した。総合テーマは「法の支配の実現の課題」であり，中国側約50名，日本
側約40名の参加があった。概要は次のとおりである。
【開会挨拶等】戸波江二（早稲田大学），藤田達朗（島根大学），苗連営（鄭州
大学），周長軍（山東大学）による挨拶・趣旨説明。
【行政法部会】岡田正則（早稲田大学）「法の支配と法治国家：理念史的考察」，
江利紅（華東政法大学）｢中国における『依法行政（法による行政）』原則とそ
の実現に向けた課題：日中比較法的視点から｣，牟憲魁（山東大学）「中国にお
ける『法律の留保』の概念について：立法法の解釈論を手掛かりに」，永松正
則（島根大学）「立憲主義と公私協働：PFI刑務所（社会復帰促進センター）
を素材に」，鄭磊（鄭州大学）「包括的かつ慎重な管理監督の行政法理」，徳本
広孝（中央大学）「研究不正に関する裁判例から学ぶべきこと」。上記報告につ
いてのコメントが，周作彩（流通経済大学），甲斐素直（日本大学），孟鴻志
（東南大学），叶必豊（上海社会科学院法学研究所）から行われた。
【憲法部会】市川正人（立命館大学）｢法の支配と日本の違憲審査制の動態」，
王磊（北京大学）「The Development of Constitutional Review in China」，江国
華（武漢大学）「司法改革方法論」，解志勇（中国政法大学）「中国の健康法制
の考え方とその原則」，児玉晴男（放送大学）「持続可能な開発目標（SDGs）
における法の支配の促進：次世代の人々の人権としての環境権」，張震（西南
政法大学）「憲法と民法の視野の下での中国環境権の保護モデル」，桑原勇進
（上智大学）「ドイツ事前配慮原則と中国預防為主原則」。上記報告についての
コメントが，植松健一（立命館大学），佐々木亮（聖心女子大学），童之偉（華
東政法大学），王世濤（大連海事大学）から行われた。
【テーマ別分科会】上記の部会報告を受けて，次の 4つの分科会で報告者を交
えた討論を行った。（ 1）法の支配の下での生命・環境の保護（司会：張栄紅
（中京大学）），（ 2）行政手続と行政訴訟：適法な権利保護のあり方（司会：周
作彩（流通経済大学）），（ 3）法の支配と法治主義：その理論的意味と立法へ
の課題（司会：徐行（北海道大学）），（ 4）法の支配と憲法政治の動態：憲法
改正・憲法保障・人権保障・憲法政治の統制の課題（司会：鈴木賢（明治大
学））。
【閉会挨拶等】各分科会司会者による分科会討論の概要報告，何勤華（華東政
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法大学），鈴木賢（明治大学），周偉（四川大学）による全体のまとめと挨拶。
　上記シンポジウムの開催後，第16回日中公法学シンポジウム（2020年度・四
川大学）での開催準備を進めている。総合テーマは「地方自治」を予定してい
るが，新型インフルエンザの影響で，当初の 6月開催を10月開催に延期するこ
ととした。報告者および報告テーマは，現在，担当者のところで準備中または
取りまとめ中である。
○研究課題「英米少年法研究」
代表者　小西　暁和 研究所員
共同研究者　 棚村　政行 研究所員，宍倉　悠太，田口　敬也，辰野　
文理，内藤　大海，吉開　多一，脇坂　成実 各招聘研究
員，石田　咲子（早稲田大学法学学術院助手）
　2019年度は，定期的（基本的に土曜日）に研究会を開催し，Susan Guarino─
Ghezzi and Edward J. Loughran著による“Balancing Juvenile Justice”の翻訳
作業を継続して実施した。本書は，近年のアメリカ合衆国における少年法制の
動向を多角的に分析している文献である。とりわけ，本年度は，少年裁判所の
役割の変容に関する部分を集中的に検討した。
　2020年度も，本文献の翻訳作業を継続していくことを予定している。また，
それとともに，今後の研究の展開を念頭に，他の英米法系の諸国における少年
法制の現状について調査を実施することも予定している。
○研究課題「経済行政法理論の比較法的研究」
代表者　岡田　正則 研究所員
共同研究者　 首藤　重幸，田村　達久，人見　剛 各研究所員，王　樹
良，長内　祐樹，権　奇法，下山　憲治，杉原　丈史，趙　
元済，寺　洋平，板東　洋行，平川　英子，府川　繭子，
森　稔樹，山田　真一郎，山本　順一，楊　官鵬 各招聘
研究員
　2019年度の定例研究会は， 5月18日， 9月28日，2020年 1月18日に開催され
た。 5月研究会では安河内恒平「判例評釈：大阪高判平30年10月19日（破産管
財人による更正処分取消請求事件）」，岡田正則「辺野古新基地埋立て承認撤回
をめぐる法律問題と今後の課題」， 9月研究会では田村達久「「社会の縮小化」
時代における地方公共団体の再編（公法学会プレ報告）」，長内祐樹「イギリス
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における自治体の自主行政権と「法」」，小島延夫「横須賀石炭火力発電所につ
いての行政訴訟に関する検討」， 1月研究会では宮尾亮甫「行政訴訟・民事訴
訟を通じた公共的利益の実現：ドイツにおける市民訴訟の基礎付け論」の各報
告があった。成果は，「早稲田法学」「比較法学」などで公表される。
　上記研究会等と並行して，各国の経済規制緩和政策・制度改革と行政裁量統
制との関連性を比較法的に明らかにするための調査を，研究チームで進めた。
これを基礎に，「法関係のグローバル化・分権化に対応する経済行政法理論の
構築」というテーマで2020年度から 3年間の科学研究費（基盤研究 C）に応募
した。経済のグローバル化に対応するルールの形成や実施・紛争解決の過程に
ついて，主権国家による制御と多元的に構成された国際的な組織や手続による
制御との関係および両者の功罪を分析すること，国際的・国内的な人権保障と
いう視点から各国家がどのような経済行政法制を今後整備すべきなのかを提示
すること，グローバル化に対応する経済行政法理論の構築を行うことがそこで
の課題である。この関係の成果物として，岡田正則「先端技術のガバナンス法
制をめぐる国内外の動向」法律時報91巻 6号55頁（2019年），同「「六法」とい
う思想：ナポレオン五法典・行政法典と近代法継受に関する覚書」早稲田法学
94巻 4号149頁（2019年），田村達久「国家的公益と地域的公益の対立と調整」
法律時報91巻11号19頁（2019年），杉原丈史「行政過程への団体参加：利益集
団・非営利団体・公益的諸団体をめぐる法制度分析」法律時報91巻11号38頁
（2019年）などがある。また，早稲田法学95巻 3号（首藤教授退職記念号・
2020年）において，本研究会会員による研究成果10数編が公表される予定であ
る。
○研究課題「中国裁判事例研究」
代表者　楜澤　能生 研究所員
共同研究者　 文　元春 研究所員，夏　雨，國谷　知史，胡　光輝，孔　
暁鑫，熊　琦，伹見　亮，長　友昭，ツァン　キンフォ
ン，松井　直之，御手洗　大輔，呂　艶濱 各招聘研究員，
小口　彦太（早稲田大学名誉教授），高　革慧（弁護士），
暁　琢也（弁護士）
　2019年度は，香港デモの長期化と中台関係の緊張という中華圏の緊迫した状
況を受けて，共同研究者の但見亮そして長友昭が中心となり，中国大陸に止ま
らず，香港・台湾との情報交換，そして相互招聘などを中心に，学術研究及び
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交流を行った。
　学術交流としては，まず 9月11日に行われた世界中国フォーラムにおいて，
日中の法学及び法律における交流史を振り返る内容の報告を但見が行い，世界
各国から出席した中国研究者との交流を行っている。また12月16日に台湾大学
で催された「中国法制比較研究」シンポジウムには，但見と長が参加し，但見
が現在中国大陸で提唱される「法治」の現状を論じ，長は中国における農地使
用の法的問題について報告を行った。そのほかに，共同研究者である呂艶濱が
中央大学で情報公開法の改正について講演と学術交流を行った際（ 7月 5日）
には，但見がコメントを行っており，また研究協力者の高を招いて一橋大学で
法曹の構造的変革について講演を頂く（ 5月23日）など，幅広く交流・意見交
換の場を提供している。成果物としては，裁判事例を中心に中国不法行為法の
現状を考えた「中国不法行為法の研究」（ 7月成文堂，小口，文，但見，長ら
編著），司法や裁判に現れた中国の政治・社会的変化を全体的に論じる「中国
夢の法治」（ 9月成文堂，但見著）などがある。
○研究課題「医事法の総合的研究」
代表者　甲斐　克則 研究所員
共同研究者　 岩志　和一郎，山口　斉昭，横野　恵 各研究所員，天田　
悠，一家　綱邦，河原　直人，千葉　華月，本田　まり，
武藤　眞朗 各招聘研究員
　2019年度は， 8月 6日～ 8日に早稲田大学国際会議場で世界医事法学会主催
の第25回世界医事法会議を開催した。本共同研究のメンバーから，Program 
Chairの甲斐のほか，岩志，横野，河原，本田，天田が実行委員として参加し
た。また，法学部の橋本有生准教授のご協力も得た。世界の52の国と地域から
250人余りが参加し，3日間，30のセッションおよび多くのポスターセッション
で実に充実した議論となり，実りある大会となった。
　また，私大ブランディング事業（2017─2019）で採択された資金で，学内関
係者と先端医療・レギュラトリーサイエンスに関するワークショップを 3月11
日に開催予定であったが，新型コロナウイルス感染拡大に伴い，中止となっ
た。しかし，共同研究自体は実施された。なお，甲斐がドイツと中国にゲノム
編集技術の規制状況を調査に出かけた。
　甲斐克則責任編集『医事法研究』の第 1号（創刊号）が2019年12月に信山社
から刊行された。
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○研究課題「イギリス最高裁研究」
代表者　中村　民雄 研究所員
共同研究者　 宮川　成雄 研究所員，浅香　吉幹，北島　周作，佐野　
隆，芹澤　英明，溜箭　将之 各招聘研究員
　以下の通り活動をした。 4月20日は比較法研究所公開シンポジウムを兼ねて
行った。
成果物： 中村民雄「英国の国家主権・国会主権・人民主権と EU─ Brexitが
露呈した不文憲法体制の混迷」早稲田法学95巻 2号（2020）（2020年
春刊行予定）
○研究課題「EU法最新動向研究」
代表者　中村　民雄 研究所員
共同研究者　 須網　隆夫 研究所員，上田　廣美，大藤　紀子，小場瀬　
琢磨，黒岩　容子，西連寺　隆行，佐藤　以久子，多田　
英明，中西　康，橋本　陽子 各招聘研究員，木場　修司 
研究協力員
　以下の研究会を催した。
2019. 4 .20 Brexit Day and Afterやってきた脱退日：事後のイギリスと EU
司会　中村英俊，報告　若松邦弘，安藤研一，Viki Squire，中村民雄，小川有
美，臼井陽一郎，
早稲田 8号館 3階大会議室。13─1630．
2019. 9 .20 山口哲史「イギリスのコモン・ローと欧州人権条約の交錯における新たな展
開」
2019.11. 2 安部圭介「家族法をコンマリする：人生がときめく法改革と共生社会のヒュ
ッゲな未来」
R （on the applicat ion of Steinfeld and Keidan） v Secretary of State for 
International Development ［2018］ UKSC 32（ヘテロセクシュアルのカップルが
civil partnersになれない現在の制度はヨーロッパ人権条約違反）などを中心に
2020.1.25
2020. 1 .25 小堀眞裕（立命館大学）「英国の議院内閣制の理解について」
2020. 3 .19 川村行論（大阪市立大学）「企業年金法制における『受託者責任』の主体」
成富守登（同志社大学大学院・法学研究科，D 1）「イギリス刑事手続におけ
る脆弱ないし畏怖証人への対応」
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成果物： 中西康「〔EU最新判例研究〕EU市民の同性婚配偶者である第三国国
民の派生的居住権」比較法学53巻 2号（2019）；中村民雄「〔EU最新
判例研究〕EU域内 BIT仲裁条項の EU法違反」比較法学53巻 3号
（2019）；中村民雄「〔EU最新判例研究〕法の支配を害する構成国の
国内立法の EU法違反審査」比較法学54巻 1号（2020）
○研究課題「北欧法制の研究」
代表者　松澤　伸 研究所員
共同研究者　 尾崎　安央，甲斐　克則，福島　洋尚 各研究所員，今井　
康介，尾形　祥，木崎　峻輔，田川　靖紘，李　艶紅 各
招聘研究員
　2019年度は，2018年度の成果を踏まえて，問題の整理，追加的調査などを行
い，これらの作業を経て，法律雑誌等に成果を発表した。
1　刑事法分野
　松澤教授が，親による子どもの連れ去りについてデンマーク刑事法の対応に
ついて論文を執筆した（松澤伸「親による子どもの連れ去りに関する北欧デン
マークの刑事法的対応について」法律時報1138号（2019年））。
5 /17 1）佐藤以久子　Case C─661/17, M.A., S.A., A.Z. v. Ireland （International 
Protect ion Appeals Tr ibunal , Minis ter for Just ice and Equal i ty）, 
EU:C:2019:53（EU脱退通知をした英国でのダブリン III規則の効力と裁量
条項の判断基準に関する先決裁定）
2）由布節子　Case C─724/17, Skanska Industrial Solutions, EU:C:2019:204
（違法カルテル参加企業 Aの全株式を取得した会社 Bであって，A社と同
業の会社について，A解散・清算後の Aの競争法違反損害賠償責任を101
条のもとで Bが継承するとした事案）
9 /27 1）西連寺隆行「リスボン条約10年─ EU法の展開と展望」
2）中村民雄　ポーランドの司法権独立をめぐる EU諸判例 Case C─
169/18, Commission v. Poland, EU:C:2019:531; C─192/18（pending）; C─
585/18（pending）
11/29 橋本陽子　Case C─414/16, Egenberger, EU:C:2018:257; Case C─68/17, IR, 
EU:C:2018:696（ドイツの教会労働法（通常の民間企業と異なって，宗教
上の理由による教会の裁量が広く認められていた）が信教差別にあたりう
るとされ，ドイツには大きな影響を及ぼした 2件）
1 /17 多田英明「EUのプラットフォーム規制の立法動向」
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　また，松澤教授が，スウェーデンの性犯罪規定の改正に関する研究を実施し
ており，2020年 5月に論文を公表する準備をしている。
2　商事法分野
　商事法分野については，尾形准教授が，各種法人のガバナンスに関する研究
の一環として，財団法制について，スウェーデン財団法との比較研究を進めて
いるところであり，今後，その成果を紀要または法律雑誌等に掲載する予定で
ある。また，スウェーデン財団法の条文の翻訳を併せて実施している。
○研究課題「人口減少社会における社会法学の総合的研究」
代表者　菊池　馨実 研究所員
共同研究者　 大木　正俊，島田　陽一，鈴木　俊晴，竹内　寿 各研究
所員，古賀　修平，小山　敬晴，鄒　庭雲，常森　祐介，
内藤　忍，林　健太郎，細川　良 各招聘研究員
　本年度も，労働法教員を中心に開講している労働法研究（火曜 6， 7時限）
の時間帯を利用して，研究報告，判例評釈を定期的に行った。
　2016年度より，継続的に行ってきた石田眞名誉教授の古稀記念論文集（島田
＝菊池＝竹内編『戦後労働立法史』（旬報社，2018年）が刊行され，労働分野
の権威ある第34回沖永賞（労働問題リサーチセンター）の受賞が決定した。
　2019年度は，労働法分野で島田が獲得した「同一労働同一賃金」原則に関す
る法理論の歴史的分析にかかる研究と，社会保障法分野で菊池が獲得した「地
域共生社会」に関する法理論の実証分析にかかる研究を並行させる形で研究を
行った。 3月にフランス・ボルドーで共同研究を予定していたのが，コロナウ
イルス禍で出張が中止となったのが，残念であった。
○研究課題「持続可能社会法学」
代表者　楜澤　能生 研究所員
共同研究者　 上村　達男，大塚　直，菊池　馨実，中村　民雄 各研究
所員，飯　考行，上地　一郎，緒方　賢一，小川　祐之，
亀岡　鉱平，久米　一世，桑原　尚子，高橋　満彦 各招
聘研究員
① 4月 6日ドイツ食糧農業省 Ch.Busse氏講演・研究会「ドイツの農林地取引
法─歴史的発展と現在の議論状況」② 4月11日 Ch.Busse氏講演・研究会「ナ
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チ ス 期 に お け る 農 業 法 学」 ③ 8 月 8 日：Göttingen 大 学 Institut für 
Landwirtschaft所長 Prof.Dr.Jose Martinezと，日独中三国における農地取引規
制に関する比較法研究につき打ち合わせ④ 9日Monzeler Weinrechtstagに参
加，⑤10日：Bremen大学 Institut für Europäischen Umweltrechtの Prof.Dr.
Gerd Winterと，早稲田大学比較法研究所で開催されるシンポジウムでの講演
内容について打ち合わせ .⑥12日：Brandenburg州「農業構造改善に関する法
律草案」専門家会議（ブランデンブルグ州会議）に参加。⑦13日：
Niedersachsen州前農林大臣 Christian Meyer氏から，同州農林地取引法草案
について聞き取り調査。Leuphana Universität,Fakultät Nachhaltigkeit学部長
Prof.Dr.Henrik von Wehrdenから同学部における研究教育について聞き取り調
査，持続可能性概念につき意見交換，⑧14日 Frau Sibylle Bahrmannから
Arbeitsgemeinschaft für Bäuerliche Landwirtschaftの組織，活動につき聞き取
り調査。⑨10月30日比研60周年総括シンポジウム参加・報告，⑩2020年 3月11
日，ルーバン大学とのテレビ会議で Lawand Sustainability学の推進について報
告。
成果物： 楜澤能生「持続可能な土地市場政策・法への模索（上）（下）─ドイ
ツにおける農業構造の変動と農林地取引法の動揺─」早稲田法学第94
巻 4号，95巻 3号，陳小君「中国における農地「三権」分置政策の発
展および農業社会への影響」，早稲田法学第95巻 1号，高飛「中国に
おける集団土地所有権主体の立法についての再考と制度構築」久米一
世「イギリスにおけるエスティとスチュワードの歴史的系譜と現代的
意義」高橋満彦「猟期考─野生動物法の時間的各論」以上比較法学
53巻 2号，小川祐之「イギリス都市農村計画法制における近隣計画制
度による『国・地方・コミュニティ』の新たな関係」常葉法学第 6巻
第 1号
○研究課題「国際法の分断化の研究」
代表者　萬歳　寛之 研究所員
共同研究者　 清水　章雄 研究所員，小中　さつき，児矢野　マリ，櫻
井　大三，申　惠丰，瀬田　真，尋木　真也，鶴田　順，
永田　高英，広見　正行，皆川　誠，宮内　靖彦 各招聘
研究員
　国際法の分断化に関する共通認識を醸成するため，下記の文献の購読を行
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い，意見交換を行った。この検討により，Liberal Approachと Welfarist 
Approachの視点をもって，国際法の分断化を検討することの有用性が認識さ
れた。
・ Emmanuelle Tourme Jouannet, A Short Introduction to International Law
（2014）
・ Emmanuelle Tourme Jouannet, The Liberal─Welfarist Law of Nations: A History 
of International Law（2012）
　これまで，国際人権法，国家責任法及び海洋法について，原稿提出がなさ
れ，討議に付されていた。2019年度は，これらの討議のレビューを行うととも
に，環境法の分野への Liberal ApproachとWelfarist Approachの適用可能性が
検討された。その結果，Jouannetの主たる検討対象に入っていない分野に関
してはより慎重な分析が必要であることが認識された。
　今後は，その他の分野に対しても上記の両アプローチの適用可能性の観点か
ら原稿提出や報告がなされていく予定である。
○研究課題「不法行為法改正に向けた基礎的考察」
代表者　大塚　直 研究所員
共同研究者　 山口　斉昭 研究所員，大坂　恵理，中原　太郎，橋本　
佳幸，前田　太朗 各招聘研究員，瀬川　信久 元研究所員
　2019年 9月21日研究会にて，橋本佳幸先生から「AIと不法行為法」につい
て報告いただき，AIに関する活発な議論をした。また，2020年 2月21日研究会
において，前田太朗先生から「危険責任についてー自動車保有者の責任」につ
いてご報告いただき，日墺独の不法行為に関する活発な議論をした。ともに，
不法行為法の改正において重要な意義を有すると思われる。
　引き続き不法行為法の改正に向けて各自研究を進目ていく所存である。
○研究課題「権利救済法システムの比較研究」
代表者　松村　和德 研究所員
共同研究者　 内田　義厚，菅原　郁夫 各研究所員，石川　光晴，小田　
司，西川　佳代，村上　正子，吉田　純平 各招聘研究員
　本共同研究における本年度の研究実績としては，昨年度より継続しているス
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イス民事訴訟法の研究，民事執行法改正に関する研究と，今年度は執行文に関
する研究を中心に行ってきた。判例研究も引き続き実施している。
　毎月 1回程度の割合で研究会を開催している（2019年 4月19日， 5月31日，
6月28日， 7月25日， 9月10日， 9月27日，10月18，19日（名古屋大学），11月
14日，12月20日，2020年 1月23日， 2月20日）。
　スイス民事訴訟法研究については，松村研究代表及び吉田純平共同研究員が
中心になり，2011年に統一化されたスイス民事訴訟法の研究を継続している。
本年度は，とくに証拠法，判決効及び上訴に関して，比較法的研究を実施し
た。この研究成果は，比較法学53巻 1号から 2号でその研究成果を公表してい
る。また，民事執行法改正に関しては，内田義厚，村上正子共同研究員が中心
となって令和元年成立の民事執行法改正に関する研究を行った。とくに，子の
引渡執行に関しては，内田，村上両研究員による研究成果が加藤哲夫先生古稀
記念論集に掲載予定である。
　執行文に関する研究については，松村研究代表，吉田共同研究員，西川佳代
共同研究員を中心に，実態調査をベースにわが国の民事執行実務の現状と課題
に関する研究が行われた。ただ， 3月に予定していた名古屋，福岡，高松での
調査はコロナウイルス感染拡大予防のため中止され，来年度に持ち越すことに
なった。また，各研究員による判例研究の成果も判例秘書ジャーナル及び KC
新・判例 watch誌上で公表した。
○研究課題「環境基本法の改正に向けての問題点の整理および検討」
代表者　大塚　直 研究所員
共同研究者　 萬歳　寛之 研究所員，赤渕　芳宏，及川　敬貴，木村　
ひとみ，桑原　勇進，小島　恵，島村　健，鶴田　順，藤
岡　典夫，二見　絵里子 各招聘研究員，原田　一葉 研究
協力員
　今年度は，中心メンバーが多忙であったため研究会を開催できなかったが，
各自，環境基本法の改正に向けて研究を進めている。
　関連する成果として，大塚直「環境法における国の責任」環境法研究 9号
（2019年）をあげておく。
○研究課題「AI（人工知能）と法」
代表者　黒沼　悦郎 研究所員
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共同研究者　 中村　民雄 研究所員，尾形　哲也（早稲田大学理工学術
員教授）
　当研究会は，AI（人工知能）や AIを搭載したロボットの汎用化に際して生
ずる法的問題を検討し，AIを生かす社会システムの構築に向けた法的課題を
検討する学際的研究会である。第 2年度にあたる2019年度は，中国社会科学院
法学研究所との共同シンポジウム「新技術と法」（2019年 9月 4日に実施）に
向けた国内シンポジウムを開催するとともに，第 3回研究会を開催した。
　当研究会は，比較法研究所の2018年度・2019年度のテーマセミナーの運営主
体という位置づけも有しているため，研究会は法学学術院および理工学術院の
院生・学生に公開されている。
シンポジウム「AI・ITをめぐる法の現状と課題；民法・刑事法・手続法・
金融法の観点から」
　 　日時　2019年 8月 2（金）15時～18時場所早稲田キャンパス 8号館 3階大
会議室
　 　テーマ　「自動運転における被害の救済」「AIの開発・利用をめぐる刑事
法規制のあり方」「民事裁判手続に関する手続電子化（IT化）」「フィンテッ
ク（Fin Tech）が金融法制にもたらす影響」
　　報告者　山口斉昭　遠藤聡太　内田義厚　黒沼悦郎（以上，法学学術院）
　　参加者　教員25名院生・学部生55名
　　内 容　新技術の開発・利用局面における法的問題について，上記各テーマ
の報告が行われ，その後，報告者間および報告者とフロアーの間で活発
な討論・質疑応答が行われた。
第 3回研究会
　 　日時　2020年 2月26（水）15時～17時　場所　早稲田キャンパス 8号館 3
階大会議室
　 　テーマ「機械学習における公平性」
　 　報告者・討論者　森裕紀（理工学術院）　黒沼悦郎　江原勝行　金澤孝　
大木正俊（以上，法学学術院）
　　参加者　教員10名　院生・学部生 6名
　　内 容　機械学習におけるデータの偏り，プロファイリングのブラックボッ
クス化により，AIの利用局面において公平性に反する結果が生じてい
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るというロボット工学研究者からの問題提起に続き，法学の分野におけ
るこれまでの議論の整理と EU法の紹介が行われた。その後，憲法およ
び労働法研究の立場からの解説・コメントがなされ，フロアーを含めた
討論が行われた。
公開講演会
第 1回　2019. 4 . 6　 「ドイツにおける農林地取引法─歴史的発展と現在の議論
状況」
クリスチャン・ブッセ（ドイツ連邦食料農業省農業市場
部長）
第 2回　2019. 4 .11　 「ナチス期における農業法」
クリスチャン・ブッセ（ドイツ連邦食料農業省農業市場
部長）
第 3回　2019. 4 .11　 「水平的取締役─アメリカにおける会社法と反トラスト法
の交錯」
ヤロン・ニリ（ウィスコンシン大学ロースクール准教授）
第 4回　2019. 4 .12　 「中国における株主の知る権利の拡張の制度的構造につい
て」
王　建文（南京航空航天大学人文・社会科学院教授）
第 5回　2019. 4 .20　 「修復的司法の理論と実践─フランスとベルギーの比較」
ジェシカ・フィリッピ（フランス司法省研修所研究員）
第 6回　2019. 5 .15　 「中国共産党党内法規制度の構築」
祝　捷（武漢大学法学院教授）
伍　華軍（武漢大学法学院准教授）
第 7回　2019. 6 .19　 「A Network Theory of Patentability」
ライアン・ウェーレン（香港大学法学部助教）
第 8回　2019. 6 .20　 「映画「 0円キッチン」をみて食品ロス問題を考える」
片貝　敏雄（農林水産省バイオマス循環資源課長）
三浦　寛子（農林水産省バイオマス循環資源課食品産業
環境対策室課長補佐（食品リサイクル班））
第 9回　2019. 6 .28　 ①「イギリス家族法とポーランド家族法」
ヤコブ　M・ルカジヴィチ（弁護士，ジェシュフ大学法
学部准教授）
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②「ヨーロッパ法，アメリカ法および日本法における養
子縁組」
ラファウ・ルカジヴィチ（弁護士，ジェシュフ大学法学
部研究員）
第10回　2019. 7 .25　 「Privity of Contract and Rights and Liabilities of Parties in 
Multiparty Relation」
Storme Matthias（ルーヴァン・カトリック大学教授）
第11回　2019. 7 .29　 「異文化理解と法─中国法研究の立場から─」
小口　彦太（早稲田大学名誉教授，江戸川大学学長）
第12回　2019. 9 .20　 「比較刑法学の目的と方法」
ウルリッヒ・ズィーバー（マックスプランク外国・国際
刑法研究所所長）
第13回　2019. 9 .28　 「ドイツにおける修復的司法」
ヨハネス・カスパー（アウグスブルク大学教授）
第14回　2019.10.25　 「アメリカのロースクール教育の社会性と臨床法学教育」
宮川　成雄（研究所員，早稲田大学法学学術院教授）
第15回　2019.10.29　 「日欧刑事司法協力について」
アイリーン・ヴィークゾレイク（ダラム大学ロースクー
ル准教授）
第16回　2019.10.31　 「「Armando Carvalho et alii対 EU議会・理事会」事件
「市民気候訴訟」─法，科学，経済，政治をめぐる訴訟
─」
ゲルト・ヴィンター（ブレーメン大学法学部教授）
第17回　2019.11. 5　 「日欧捜査協力について」
サスキア・フフナーゲル（ロンドン大学クイーンメアリ
ー校法学部上級講師）
第18回　2019.11. 7　 「最高裁は社会を変えるか？アメリカ最高裁女性判事
RBG（ギンズバーク）の闘い　映画 RBG─日米の社会
における最高裁の役割を考える」
原口　佳誠（関東学院大学法学部准教授，早稲田大学法
学部非常勤講師）
第19回　2019.11. 8　 「CISG（国連物品売買条約）とビスムート弁論指導」
インゲボルグ・シュベンツァー（バーゼル大学法学部教
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授）
第20回　2019.11.12　 「ホッキング対オーストラリア公文書館長：歴史研究目的
でのイギリス女王・オーストラリア総督間の書簡の開示
請求」
エミリー・カー（オーストラリア政府勤務ソリシター）
第21回　2019.11.14　 「フランス法における信義則論と契約の内容規制論の展
開」
ローラン・エネス（パリ第 1大学名誉教授）
第22回　2019.11.25　 「海外腐敗行為防止法（FCPA）による企業の刑事責任─
ドイツから見て」
マリア ･フォン ･テッペルスキルヒ（フランクフルト検
察庁検察官）
第23回　2019.12.12　 「中国における海洋法問題」
金　永明（上海社会科学院教授）
第24回　2019.12.17　 「日本の法学教育・法科大学院教育におけるジェンダーと
法：予備的検討とコメント」
マーク・レヴィン（ハワイ大学ロースクール教授）
第25回　2019.12.19　 「オーストラリアにおける共同養育法の最近の展開」
エサー・エアリングス（フリンダース大学法経学部講師）
第26回　2019.12.20　 「働き方の変容と社会保障法」
笠木　映里（フランス国立科学研究センター研究員）
第27回　2020. 1 .23　 「Trademark Law and Fundamental Rights」
イェンス・ショフスベ（コペンハーゲン大学法学部教授）
シンポジウム
○ EU and UK on the Brexit day and after：やってきた脱退日，爾後のイギリ
ス・EU
　2019. 4 .20　報告者：若松　邦弘（東京外国語大学教授）
小川　有美（立教大学教授）
臼井　陽一郎（新潟国際情報大学教授）
安藤　研一（静岡大学教授）
中村　民雄（研究所員，早稲田大学法学学術院教授）
Vicki Squire（Warwick大学准教授）
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企画責任者：中村　民雄 研究所員
○徴兵制も軍事司法もない軍隊の可能性と限界─「制服を着た市民」をめぐ
る日台対話─
　2019. 5 .25　話題提供者：ユー・ペイチェン（退役陸軍少将，作家）
司会・通訳：松平　徳仁（神奈川大学法学部教授）
企画責任者：水島　朝穂 研究所員
○末延財団「比較法・外国法研究教育プロジェクト」に基づく講演会・セミ
ナー
─「アラン・シュピオ教授，ミュリエル・ファーブル＝マニャン教授を迎え
て」─
①ワークショップ
　2019. 6 . 4　テーマ： 大学院生・若手研究者等とのワークショップ─ミュ
リエル・ファーブル＝マニャン『自由の制定』をめぐ
って─
講師： ミュリエル・ファーブル＝マニャン（パリ第 1大学教
授）
②講演会
　2019. 6 . 4　テーマ： ミュリエル・ファーブル＝マニャン教授講演会「自由
の法的系譜」
講師： ミュリエル・ファーブル＝マニャン（パリ第 1大学教
授）
通訳： 橋本　一径（早稲田大学文学学術院教授）
③公開セミナー
　2019. 6 . 5　テーマ： アラン・シュピオ教授との対話─『法的人間』から
『数によるガバナンス』へ─
講師：アラン・シュピオ（コレージュ・ド・フランス教授）
企画責任者：山口　斉昭 研究所員
○ロボット及び AI技術の研究開発と技術移転をめぐる法的諸問題
　2019. 6 .12　報告者：菅野　重樹（早稲田大学理工学術院教授）
Luke McDonagh（City Universityof London）
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Enrico Bonadio（City Universityof London）
Henrike Weiden（Munich Univers i ty of Appl ied 
Sciences）
企画責任者：ラーデマッハ　クリストフ 研究所員
○法学と暗号学で考える暗号資産法制の未来：強制執行を中心に
　2019. 7 . 6　報告者：久保田　隆（研究所員，早稲田大学法学学術院教授）
花岡　悟一郎（産業技術総合研究所高機能暗号研究グ
ループ研究グループ長）
湯浅　墾道（情報セキュリティ大学院大学教授）
渡辺　宏之（研究所員，早稲田大学法学学術院教授）
宝木　和夫（産業技術総合研究所総括研究主幹）
鷁田　えみ（早稲田大学紛争交渉研究所研究員）
企画責任者：久保田　隆 研究所員
○日本・韓国・中国における会社支配権の維持・変動をめぐる法的課題と理
論的展望
　2019. 7 . 6　報告者：楊　萬植（檀国大学校教授，韓国経営法律学会会長）
宋　沃烈（ソウル大学教授）
李　艶紅（埼玉工業大学講師）
梁　基珍（全北大学校教授）
坂東　洋行（名古屋学院大学教授）
企画責任者：尾崎　安央 研究所員
○「情報公開と知る権利」─今こそ日航123便の公文書を問う
　2019. 7 .16　基調講演：
参加者：三宅　弘（弁護士）
クリストファー．P．フッド（英国カーディフ大学
教授）
森永　卓郎（経済アナリスト，独協大学経済学部教
授）
青山　透子（元日本航空客室乗務員）
吉備　素子（ご遺族）
所　　報　　357
小田　周二
スザン　ベイリイ　湯川（ご遺族）
企画責任者：水島　朝穂 研究所員
○ AI・ITをめぐる法の現状と課題；民法・刑事法・手続法・金融法の観点
から
　2019. 8 . 2　報告者：山口　斉昭（研究所員，早稲田大学法学学術院教授）
遠藤　聡太（研究所員，早稲田大学法学学術院准教授）
内田　義厚（研究所員，早稲田大学法学学術院教授）
黒沼　悦郎（研究所員，早稲田大学法学学術院教授）
企画責任者：黒沼　悦郎 研究所員
○第四次産業革命への法制度的対応
　2019. 9 .21　報告者他：崔　公雄（弁護士）
全　應畯（弁護士）
金　仁瞮（祥明大学准教授）
崔　承洙（弁護士）
李　圭鎬（中央大学教授）
片岡　朋行（弁護士）
江泉　芳信（研究所員，早稲田大学法学学術院教授）
伊藤　敬也（青山学院大学准教授）
種村　佑介（研究所員，早稲田大学准教授）
辛　東桓（弁護士）
木棚　照一（早稲田大学名誉教授）
企画責任者：種村　佑介 研究所員
○比較法研究所創立60周年「Law and Sustainability学の推進」総括シンポジ
ウム
　2019.10.30　報告者：大塚　直（研究所員，早稲田大学法学学術院教授）
進藤　眞人（研究所員，早稲田大学比較法研究所客員
次席研究員）
Gerd Winter（ブレーメン大学教授）
楜澤　能生（研究所員，早稲田大学法学学術院教授）
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青木　則幸（研究所員，早稲田大学法学学術院教授）
鎌野　邦樹（研究所員，早稲田大学法学学術院教授）
○フィンテックと暗号資産の法的・実務的課題
　2019.12.12　報告者他：久保田　隆（研究所員，早稲田大学法学学術院教授）
ジョン・テイラー（弁護士，ロンドン大学クイーン
メアリー客員教授）
ゴパラ・スンダラム（弁護士，元マレーシア中央銀
行法務部長）
鷁田　えみ（早稲田大学紛争交渉研究所研究員）
企画責任者：久保田　隆 研究所員
○第 1回日中私法シンポジウム
　2020. 1 .19　報告者他：韓　世遠（清華大学教授）
司会・通訳：松平　徳仁（神奈川大学法学部教授）
企画責任者：水島　朝穂 研究所員
○徴兵制も軍事司法もない軍隊の可能性と限界─「制服を着た市民」をめぐ
る日台対話─
　2019. 5 .25　話題提供者：ユー・ペイチェン（退役陸軍少将，作家）
山口　斉昭（研究所員，早稲田大学法学学術院教
授）
後藤　巻則（研究所員，早稲田大学法学学術院教
授）
牟　憲魁（山東大学教授）
于　憲会（西南政法大学）
佐伯　誠（早稲田大学大学院博士後期課程）
楊　瑞賀（北海道大学）
山口　斉昭（研究所員，早稲田大学法学学術院教
授）
劉　士国（復旦大学教授）
白石　大（研究所員，早稲田大学法学学術院教授）
企画責任者：山口　斉昭 研究所員
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○スカンジナビアのデザイン保護
　2020. 1 .25　報告者： Teilmann─Lock（コペンハーゲンビジネススクール准
教授）
Jens Schovsbo（コペンハーゲン大学法学部教授）
企画責任者：ラーデマッハ　クリストフ 研究所員
比較法研究所創立60周年記念国際シンポジウム
　比較法研究所創立60周年記念「Law and Sustainability学の推進」総括シンポ
ジウム
　日時：2019年10月30日（水）13：00─17：50
　会場：早稲田大学早稲田小野記念講堂
　講演「人新世における法（Law in the Anthropocene）」
　 ゲルト・ヴィンター（ブレーメン大学　教授）
　【環境クラスタ】
　　報告者： 大塚直（法学学術院　教授），進藤眞人（比較法研究所客員次席
研究員）
　【土地利用クラスタ（農地）】
　　楜澤能生（法学学術院　教授）
　【土地利用クラスタ（都市の土地）】
　　青木則幸（法学学術院　教授），鎌野邦樹（法務研究科　教授）
刊行物の発行
○「比較法学」第53巻 1号， 2号， 3号
（和文機関誌：論説・講演・資料・書評を柱とする研究成果発表誌）
○「Waseda Bulletin of Comparative Law」Vol.38（2018）
（英文機関誌：わが国の主要な立法・判例・学会活動の英文による紹
介・解説および欧文による論説・書評を柱とする外国向け年報）
○比較法研究所「叢書」47号
「法の支配と法治主義」
　学術交流
（1）中国社会科学院法学研究所との交流
　○日中比較法シンポジウム
360　　比較法学 54巻 1号
　　「新技術と法」
　2019年 9月 4日（水）
　場所：中国社会科学院法学研究所（北京市）
開幕の辞
　司　会：周　漢華
　日本側　黒沼悦郎　早稲田大学比較法研究所　幹事
　中国側　陳　　甦　中国社会科学院学部委員　法学研究所所長
セクション 1
　司会：日本側　　内田義厚　早稲田大学法学学術院教授
　　　　中国側　　朱　広新　中国社会科学院法学研究所研究員
　報告 1　　　　　黒沼悦郎　早稲田大学比較法研究所幹事
　報告 2　　　　　趙　　塁　中国社会科学院法学研究所研究員
　報告 3　　　　　高　丝敏　精華大学法学院准教授
　コメンテーター　夏　小雄　中国社会科学院法学研究所研究員
セクション 2
　司会：日本側　　遠藤聡太　早稲田大学法学学術院准教授
　　　　中国側　　薛　寧蘭　中国社会科学院法学研究所研究員
　報告 1　　　　　山口斉昭　早稲田大学法学学術院教授
　報告 2　　　　　馮　　珏　中国社会科学院法学研究所副研究員
　報告 3　　　　　熊　丙万　中国人民大学法学院准教授
　コメンテーター　竇　海陽　中国社会科学院法学研究所副研究員
セクション 3
　司会：日本側　　山口斉昭　早稲田大学法学学術院教授
　　　　中国側　　黄　　芳　中国社会科学院法学研究所研究員
　報告 1　　　　　劉　仁文　中国社会科学院法学研究所研究員
　報告 2　　　　　遠藤聡太　早稲田大学法学学術院准教授
　報告 3　　　　　江　　溯　北京大学法学院准教授
　コメンテーター　周　　輝　中国社会科学院法学研究所研究員補佐
セクション 4
　司会：日本側　　黒沼悦郎　早稲田大学比較法研究所　幹事
　　　　中国側　　徐　　卉　中国社会科学院法学研究所研究員
　報告 1　　　　　呂　艶濱　中国社会科学院法学研究所研究員
　報告 2　　　　　内田義厚　早稲田大学法学学術院教授
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　報告 3　　　　　楊　延超　中国社会科学院法学研究所副研究員
　コメンテーター　胡　昌明　中国社会科学院法学研究所研究員補佐
閉幕の辞
　司　会：謝　増毅
　日本側　黒沼悦郎　早稲田大学比較法研究所　幹事
　中国側　周　漢華　中国社会科学院法学研究所　副所長
（2）ルーヴァン・カトリック大学（ベルギー）との交流
　　○オンライン・セミナー
　　　2020年 3月11日（水）17時30分～19時（日本時間）
　　 　早稲田大学とルーヴァン・カトリック大学（ベルギー）をテレビ会議形
式でつなぎ，比研創立60周年記念事業「Law and Sustainability学の推進」
の研究成果についてセミナーを開催した。
　司会：ベルギー側　中村民雄 研究所員　早稲田大学比較法研究所所長
　　　　日本側　　　黒沼悦郎 研究所員　早稲田大学比較法研究所幹事
　発表：　　　　　　黒沼悦郎　早稲田大学比較法研究所幹事
　　　　　　　　　　大塚直　　研究所員
　　　　　　　　　　楜澤能生　研究所員
　　　　　　　　　　進藤眞人　客員研究員
　コメンテーター　　Jan Wouters　ルーヴァン・カトリック大学教授
（3）外国人研究者の受入
　　なし
WEBサイトによる英文情報発信
　2008年に比較法研究所創立50周年記念事業の一環として開始した，比較法研
究所WEBサイトによる英文情報（日本法トピックス）を 1本発信し，外国人
研究者への英文ニューズレターを50回配信した。
人　　事
専任研究所員新規嘱任
　2019年 6月 1日付　石巻　実穂（次席研究員　2020年 3月31日付退任）
362　　比較法学 54巻 1号
　2020年 4月 1日付　進藤　眞人（次席研究員）
兼任研究所員新規嘱任
　2020年 4月 1日付　愛敬　浩二（法学部），石巻　実穂（法学部）
　　　　　　　　　　 尾形　祥（法学部），カラペト　ホベルト　グロワー
（法学研究科）
　　　　　　　　　　棚橋　洋平（法学部），春山　習（法学部）
　　　　　　　　　　松本　圭史（法学部），森本　英香（法学部）
兼任研究所員退任
　2019年 9月20日付　芥川　雅洋（法学部）
　2020年 3月31日付　岩志　和一郎（法学部），石川　真衣（高等研究所）
　　　　　　　　　　江泉　芳信（法学部），加藤　哲夫（法学部）
　　　　　　　　　　菊地　一樹（法務研究科），首藤　重幸（法学部）
　　　　　　　　　　多賀　秀敏（社会科学部），中本　香織（法務研究科）
　　　　　　　　　　波多江　悟史（法学部）
客員研究員新規嘱任
　2019年 6月 1日付　進藤　眞人（客員次席研究員　2020年 3月31日付退任）
助教（退任）
　2020年 4月30日付　王　威駟
助手新規嘱任
　2020年 4月 1日付　魯　　潔
助手退任
　2020年 1月31日付　楊　遠舟
